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３ 年続けた現場調査

２０１４年度も昨年に引き続き旭川市発注の工事
現場の調査に入った（昨年は建設政策№１５４「公
共工事現場調査で賃金実態を明らかに！旭川の
経験から」で報告）。現場調査も今年で ３年目
になった。平均賃金は労務単価に対し、一昨年
は約７０％、昨年は約６５％、今年はさらに下がり
約６０％しか支払われていない結果だった。
昨年の現場調査の中で「労務単価は上がって

も賃上げは今すぐには出来ない」と現場管理人
の多くが答えていたが、言葉通り賃金に反映さ
れていなかった。

労務単価は上昇し、賃上げがないため益々乖
離が拡がる

今年も建築部・土木部・水道局の発注工事の
中から各部署 ３～ ４ヶ所を紹介いただき計１０ヶ
所の工事現場の調査に入ることができた。１０ヶ
所の平均落札率は９７．４％（落札率８９．３％～９９．４
％）労働者アンケートは６９名。うち日給労働者
は５４名だった。今回もこの５４名を対象にする。
平均年齢は４５．３歳、平均経験年数は１５．７年。
表 １と ２の「その他」は少数だった職種（防水
工、運転手など）の１４名分の平均を出している。
調査での現場管理人の聞き取りでは「政権が
代わると公共事業の量も変わるので賃上げは慎
重になる」、「入札金額が低いため、労賃には回
せない」､「若年者の確保が困難」、「人手不足」
と昨年と同様なことを言っていた。労働者アン
ケートでは型枠大工が昨年より約３，０００円上が
っていた。
またアンケート記入後に労務単価や建退共、

有給休暇について説明をした。労務単価の金額
を見て、「こんなに貰っているのはいないよ」、
「旭川では無理だ」などと話していた労働者も
いたが、公共工事での賃金に一定のルール　（公
契約条例）をつくっている自治体もあると伝え
た。
年齢層は１０代～３．７％、２０代～１４．８％、３０代
～１８．５％、４０代～１８．５％、５０代～２２．２％、６０代
～１６．７％、７０代～３．７％。１０代、７０代を除けば
大きな偏りはなかった。
表 ３は年金の加入状況について示しているが、
北海道では冬期間に雇用を切られる（冬期失業）
季節労働者が多いためこのような回答項目にな
っている。旭川も１２月から ３～ ４月までの積雪
期間に工事量が減るため失業者になる労働者が
多い。よって失業期間の社会保険は個人加入に

２ 年続けて上がった労務単価が
賃金に反映されたか

須貝　卓矢

支所のページ 北海道センター

表 1 　各職種の平均賃金と労務単価との比率

職種 平均賃金
（日給）

労務単価
（北海道） 比率

型枠大工（１３名） １１，４０３ １６，８００ ６７．９％

鉄筋工（ ７名） ９，１７６ １７，４００ ５２．７％

とび工（ ８名） ９，３８２ １７，１００ ５４．９％

普通作業員（１２名） ８，２３３ １３，５００ ６１．０％

その他（１４名） ８，２６６ １４，４０７ ５７．４％

表 2 　平均の年齢と経験年数
職種 平均年齢 平均経験年数

型枠大工（１３名） ４５．６歳　 ２２．４年

鉄筋工（ ７名） ３７．７歳　 ８．６年

とび工（ ８名 ３１．３歳　 １０．１年

普通作業員（１２名） ５４．２歳　 １５．５年

その他（１４名） ４９．１歳　 １６．５年
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 □【支所のページ】北海道センター

切り替えるか免除、
もしくは滞納して
いる。雇用形態で
は一人親方 １名、
通年雇用２６名、季
節雇用２４名、アル
バイト ２名、未記
入 １名と通年雇用

が上回り、通年雇用化が進んでいる。しかし実
情は日給月給が多く、悪天候や現場がない日は
無収入となることが多い。また短期雇用特例被
保険者から一般被保険者になるため特例一時金
が受給できない。
社会保険加入者のうち約半数が今年から加入
したと回答があり労務単価の上昇に効果があっ
たと思われる。しかし多くの労働者は賃上げが
されていないため、個人の負担が大きくなった
ことも考えられる。また調査で適用除外事業所
かなどは調べていないため今後このことについ
て把握できるよう改善が必要だ。

旭川市と建交労では調査方法が違うため実態
把握に大きな差がある

建交労の度重なる要請で旭川市も「建設工事
下請状況等調査」を H２５年１０月から始めた。
調査対象工事は、
①　低入札で落札した工事（全工事）
②　上記以外の工事で、ア）「積算労務単価報
告書」で労務単価が１０％下回る工事。イ）落札
金額と調査基準価格が僅少の工事。ウ）前年度

に改善を求められた事業所が行う工事。エ）社
会保険未加入。オ）市長が必要と認める工事。
②は年間５００～６００の工事の中から１０％程度を抽
出し調査をしている。
市は １年間で７０件の調査を行っている。その
うち労務単価の ９割を下回るのは１１件という結
果だ。この１１件へは指導し、「改善する」と回
答があったようだ。
調査方法は上記で該当した事業主から面談を
行っている。賃金については賃金台帳・雇用契
約書を見るだけという調査方法だ。労働者から
の面談はしていない。この７０件の調査で全労働
者数や ９割を下回った労働者数は把握してはい
ないようだが、建交労の調査で出てくるような
低賃金労働者はいなかったらしく、低くても８．
５～８．９割の労働者は少ないが存在していたと答
えていた。一方建交労の調査方法は、現場管理
人から聞き取りをしてから、休憩時間に合わせ
て休憩所に労働者を集めてもらい直接アンケー
ト用紙に記入してもらうというやり方だ。この
聞き取りで雇用契約書の写しも見せてもらうの
だが、労働者が記入する賃金と一致している。
このように両者の調査方法に大きな違いがある
ためこのような結果になってしまう。対象工事
も旭川市は落札率の低い工事を主に行っている
が、建交労は ３部署から紹介をされた工事に入
っている。低落札工事を限定して入っているわ
けではない。市は低落札工事から低賃金が出る
と言って始めた調査だが、このような調査では
疑問をもってしまう。今後、市が事業主と労働
者の両者を対象にするような調査方法への改善
を要請し、実態に迫るよう訴えかけるともに公
共工事で働く建設労働者が「自分自身の問題で
ある」と考えるようなきっかけ作りを今後も続
けていきたい。
（すがい　たくや　建交労旭川支部）

表 3 　年金加入状況
公的年金

通年で厚生年金 ２６．３％

雇用期間は厚生年金　失業期間は国民年金 １６．２％

雇用期間は厚生年金　失業期間は免除・滞納 １０．２％

通年で国民年金 ２５．９％

雇用期間は国民年金　失業期間は免除・滞納 ７．０％

通年で免除・滞納 １４．４％

表 4 　健康保険加入状況
健康保険

社会保険 ４３．５％

建設国保等 １４．７％

市町村国保 ３１．７％

無保険 ６．８％

未記入 ３．３％


